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酒田市事業者エネルギー価格高騰対策支援業務委託仕様書 

 

 この仕様書は、酒田市（以下「発注者」という。）が行う酒田市事業者エネルギー価格高騰対策

支援の業務（以下「本業務」という。）を事業者に（以下「受注者」という。）に委託するにあた

り、その仕様等に関し必要な事項を定めるものである。 

 

１ 目的 

 緊迫が長期化している中東情勢などを背景とした電気・ガス・燃料等のエネルギー価格の高騰に

より厳しい経営環境が続く市内事業者の事業継続を支援する支援金の給付にあたり、問合せ対応及

び申請書類の受付・審査・支給手続・給付データ作成事務等の業務を委託し、当該支給を迅速かつ

的確に処理することを目的とする。 

 

２ 業務の名称 

 酒田市事業者エネルギー価格高騰対策支援業務 

 

３ 委託期間 

 契約締結の日から令和９年２月２６日まで 

 

４ 支援金給付事業の概要 

 市内に事業所を有する法人や個人事業主等に対して、次の条件で支援金を支払うもの。 

 （１）支援金の支給対象事業者 

  ア 市内に事業所若しくは住所を有する法人又は個人事業主であること。 

  イ エネルギー価格高騰の影響を受けていること。 

  ウ 令和８年１０月１日又は情報公開日以前から事業活動を行い、今後も酒田市内で事業を継

続する意思があること。 

 

  ※次の①から⑦のいずれかに該当するものは除く。 

① 一次産業（農業・林業・漁業）に従事する方 

② 政治団体、宗教団体 

③ 国や県、市町村が設立した法人 

④ 主として事業収入で生計を維持していない方（副業、被扶養者）  
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⑤ 風俗営業法等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第５項に規定する「性風俗関連特殊営業」に該当する事業者 

⑥ 申請事業者、その役員若しくは従業員、又は実質的に経営に関与する者が暴力団、暴力

団員、その他これらに準ずる反社会的勢力に該当する場合 

 

 （２）支給要件 

直近３カ月（令和８年７月から令和８年９月まで）のうちにエネルギー経費（電気代、ガ

ス代、燃料代（ガソリン・軽油・灯油・重油））の支払い事実があること。 

 

（３）支援金額 

    １事業者あたり一律 ５万円 ※想定する最大申請数は約５,２００件 

 

 （４）申請書類 

   ① 申請書兼誓約書 

   ② 実体確認書類 

     【法 人】直近の法人市民税申告書の写し 

     【個人事業主】直近の確定申告書第一表の写し又は所得証明書 

     【新規開業者】履歴事項全部証明書又は開業届の写し 

   ③ エネルギー経費の証明 

対象期間のうちに支払った領収書等の写し 

   ④ 支援金振込先の口座に関する情報 

     預金通帳の見開きページの写し 

（金融機関名、支店名、口座番号、名義人（カナ）等がわかるもの） 

   ⑤ そのほか、市長が必要と認める書類 

 

 （５）事業スケジュール（予定） 

・契約：令和８年８月１７日（月） 

・支援金の周知：令和８年１０月１日（木） 

・申請受付：令和８年１１月２日（月）から令和８年１２月２５日（金）まで 

（周知から 1 か月後に受付開始し、受付期間として２か月を設定） 

※郵送の場合は申請受付期間最終日までの消印を有効とする。 



- 3 - 

  ・交付決定通知の発送：支給申請書類の審査を完了した事業者分について、以下のスケジュー

ル（概ね２週間ごと）での交付を予定している。そのため、受け付けた申請書類は翌日まで

に審査を完了し、申請者リストと一緒に発注者に提出することを基本とする。 

［交付決定発送のスケジュール（予定）］ 

交付決定発送日 対 象 振込予定 

１１／１３（金） １１／２（月）～１１／６（金）受付分 １１／２７（金）振込 

１１／２０（金） １１／９（月）～１１／１３（金）受付分 １２／４（金）振込 

１２／４（金） １１／１６（月）～１１／２７（金）受付分 １２／１８（金）振込 

１２／１８（金） １１／３０（月）～１２／１１（金）受付分 １／８（金）振込 

１／８（金） １２／１４（月）～１２／２５（金）受付分 １／２２（金）振込 

 

なお、上記に示した申請期間よりも早く申請受付開始できるようであれば、その旨の提案を

可能とする。（審査評点の加点対象） 

 

 （６）申請手続等 

支援金に係る申請手続きは、電子申請又は郵送申請によるものとする。 

なお、申請者からの個別相談に対しては窓口対応を行うなど、仕様に定める申請方法以外の

対応についての提案を可能とする。（審査評点の加点対象） 

 

５ 業務委託の内容 

 業務委託の範囲は、以下を基本とし、各業務の仕様については次ページ以降に定める。また、事

務の目的や支援金給付事業を満たす、よりよい方法等があれば提案に含めることができる。 

 Ⅰ コールセンター等業務 

  Ⅱ 特設 web サイトの構築 

  Ⅲ 申請受付・審査等業務 

 Ⅳ 交付決定通知書の発送業務 
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Ⅰ コールセンター等業務 

【１】業務の概要 

本事業の実施や支援金の申請手続きに関する問合せなど、本事業に関わる相談全般の問合せ窓口

としてコールセンター等を設置し、運用するもの。 

 

【２】運用期間 

 令和８年１０月１日から令和８年１２月２５日まで（予定） 

 ※上記よりも早く運用開始できるなどの提案を可能とする。（審査評点の加点対象） 

 

【３】履行場所 

履行に必要な場所は、受注者の負担で日本国内に用意すること。 

実施場所はＩＳＯ２７００１の認定を受けていることが望ましい。 

 

【４】業務の内容 

（１）基本事項 

 ア 開設時間   

午前９時から午後５時まで（原則として、土、日、祝日を除く。） 

イ 回線数   

「４ 支援金給付事業の概要」（３）支援金額に示す最大申請数の対応に見合った回線

数及びオペレーター数を準備すること。 

   ウ 対応内容   

・本事業に関する問合せへの対応 

・支給申請手続きに関する問合せへの対応 

・申請状況に関する問合せへの対応 

・意見、苦情への対応 

※申請者からの個別相談に対しては窓口対応を行うなどの追加提案を可能とする。（審

査評点の加点対象） 

（２）問合せ対応の記録と報告 

 ア 問合せ対応を記録するためのフォーマットを作成すること。フォーマットは受注者で構

築したシステムを活用したものでも、マイクロソフトエクセル等の電子媒体によるもの

でも可とする。 
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   イ 原則として、問合せ１件ごとに、問合せ者、内容、対応等をフォーマットに記録するこ

と。 

 ウ 問合せにより、事後対応が必要な案件については速やかに業務担当者や発注者に必要な

事項を記録したフォーマットにより引き継ぐこと。 

エ 対応結果を日別集計結果として取りまとめ、翌開庁日の正午までに発注者に報告するこ

と。 

オ 問合せの応対は、原則として受注者において完結させること。ただし、発注者による緊

急対応が必要となるものについては、受注者は速やかに発注者に連絡を行うこと。 

（３）ＦＡＱ及びマニュアルの作成について 

 ア 受注者は、発注者が作成した初版のＦＡＱ及びマニュアルを拡充させ、従事者に周知す

ること。 

   イ マニュアル等に記載されている取り扱いを変更する場合や追加で定める場合は、発注者

と協議の上、対応するものとする。ただし、至急変更する必要がある場合や軽微な修正

の場合は、協議を省略し、報告等により対応することができるものとする。 

（４）その他 

ア 責任者を１名以上定め、業務時間中に発注者と連絡を取ることのできる体制を整備する

こと。（申請受付・審査等業務責任者との兼務や統括責任者１名の設置でも可とす

る。） 
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Ⅱ 特設 web サイトの構築 

 

【１】業務の概要 

 電子申請をはじめ、本事業の対象者や要件などを確認できる特設 web サイトを構築するもの。 

 

【２】運用期間 

 令和８年１０月 1 日から令和９年１月２９日まで（予定） 

※上記よりも早く運用開始できるなどの提案を可能とする。（審査評点の加点対象） 

 

【３】業務の内容 

（１）基本事項 

 ア 構   成  情報がどこにあるのかわかりやすく、見やすい構成、デザインとするこ

と。 

 イ コンテンツ  特設 web サイトを構成するコンテンツは以下を基準に構築すること。  

・新着情報 

・支給対象者 

・支給要件、支給金額 

・申請方法（申請期間・提出書類・申請方法・申請書類ダウンロード） 

・電子申請受付システム（電子申請・申請作業マニュアル） 

・支給までの流れ 

・Ｑ＆Ａ 
・留意事項（不備事例など） 
・問合せ先（コールセンター）、問合せフォームの設置 

 ウ 設  計  ＪＩＳ Ｘ ８３４１―３:２０１６ ＡＡ以上を準拠すること。 
           ＩＰＡ「安全なウェブサイトの作り方」を準拠すること。 

 エ そ の 他  スマートフォン利用者などを考慮した使いやすい仕様とすること。 
         企画提案書に具体的な仕様を記載すること。 

（２）対  応   
 ア 新着情報や修正・不備等があった場合の対応を早急に行うこと。 
 イ 問合せフォームへの申請者等からの問合せ、確認依頼に早急に対応すること。 
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Ⅲ 申請受付・審査等業務 
 
【１】業務の概要 
 電子申請及び郵送申請により受付した申請書類を審査するもの。なお、申請書の不備及び添付書

類等に不備があった場合、申請者に連絡し、必要な申請書類一式を揃えること。 
 
【２】運用期間 
 令和８年１１月２日から令和９年１月２９日まで（申請書類の審査が完了するまで）（予定） 

 ※上記よりも早く運用開始できるなどの提案を可能とする。（審査評点の加点対象） 

 

【３】履行場所 

履行に必要な場所は、受注者の負担で日本国内に用意すること。 

なお、郵送申請の郵送先は酒田市内に設定すること。 

実施場所はＩＳＯ２７００１の認定を受けていることが望ましい。 

  

【４】人員体制 

業務の実施にあたり、「４ 支援金給付事業の概要」の（３）支援金額に示す最大申請数及び

（５）事業スケジュール（予定）に記載した交付決定発送スケジュール（予定）に対応できる人員

体制を確保すること。 

  

【５】業務の内容 

（１）基本事項 

ア 受付・審査   

・電子申請及び郵送申請によって受付した申請書、内容、事業者ごとの必要添付書類を確

認すること。［本仕様書「４ 支援給付事業の概要（４）申請書類」参照］ 

・不備がある場合、申請者に架電又はメール等により再提出の依頼や不備の修正依頼を行

うこと。 

※申請者からの個別相談に対しては窓口対応を行うなどの追加提案を可能とする。（審査

評点の加点対象） 
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イ リスト作成   

・受注者の審査により、申請書類一式が揃ったものについて申請者リストを作成し管理す

ること。 

・申請者リストは、様式を発注者と協議の上、受注者が作成することとする。 

ウ 共 通 事 項   

・受注者の審査により、申請書類一式が揃い、申請者リスト入力も完了したものについて

は、「４ 支援金給付事業の概要」の（５）事業スケジュール（予定）に記載した交付

決定発送スケジュール（予定）に倣い、発注者に申請書類一式のデータと申請者リスト

を速やかに提出すること。 

（２）そ の 他 

ア 責任者を１名以上定め、業務時間中に発注者と連絡を取ることのできる体制を整備する

こと。（コールセンター責任者との兼務や統括責任者１名の設置でも可とする。） 

イ 受注者の審査後に、発注者が申請書類等の確認（ダブルチェック）を行うが、その工程

で不備が発覚した場合も受注者が不備の補完対応を行うものとする。 
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Ⅳ 交付決定通知書の発送業務 【単価契約】 

【１】業務の概要 
審査により支給可能と判断した事業者に対して、交付決定通知書の発送を行うもの。 

【２】運用期間 
令和８年１１月９日から令和９年１月２９日まで（交付決定通知書の発送が完了するまで） 

【３】履行場所 
履行に必要な場所は、受注者の負担で日本国内に用意すること。 

実施場所はＩＳＯ２７００１の認定を受けていることが望ましい。 

【４】人員体制 
業務の実施にあたり、「４ 支援金給付事業の概要」の（３）支援金額に示す最大申請数及び

（５）事業スケジュール（予定）に記載した交付決定発送のスケジュール（予定）に対応できる人

員体制を確保すること。 

【５】業務の内容 
（１）基本事項 

ア 交付決定通知書  発注者が作成した申請者ごとの交付決定通知書（ＰＤＦデータ）を

受領すること。 

イ 印     刷  交付決定通知書（ＰＤＦデータ）を印刷すること。 

ウ 封 入 封 緘  交付決定通知を三つ折りにし、封筒に入れ封緘すること。 

エ 発     送  交付決定された事業者に対し交付決定通知書を発送すること。 

（２）その他 

ア 交付決定通知書の発送業務にかかる用紙、封筒などの消耗品等の準備や印刷費、発送費

などの費用については受注者が負担すること。 

イ 基本仕様は以下のとおり。 

※見積は１通送付する作業にかかる単価（人件費・消耗品費・郵送料などの合計）を記載

すること。 

     ・交付決定通知用紙：Ａ４サイズ 

     ・封筒：窓付き封筒（長形３号） 

ウ 誤送等がないよう管理・確認体制を整えること。 
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６ 業務の実施方針及び実施体制 

（１）実施方針 

  ・業務実施にあたり、本事業の背景、目的、課題等を理解した上で、これらに対する基本的な

考え方や業務を円滑かつ確実に遂行するための実施方針を提案すること。 

  ・業務実施にあたり、事務処理フローや業務開始から完了までのスケジュールを提案し、それ

に基づき全ての作業の進行管理を行うこと。 

（２）実施・管理体制 

  ・各業務の実施に必要な作業を行う従事者を整理した業務体制表を提案すること。また、従事                          

者の中から全体の統括責任者を置くこと。統括責任者は、同種・類似業務や責任者としての

経験を有していることが望ましい。その他、申告書等の申請書類に関する知識を有する者を

実施体制の中に含めることが望ましい。 

・受注者内部及び発注者との連絡系統、体制図を提案すること。 

・業務実施までの準備体制、計画を提案すること。 

・情報セキュリティ体制やシステム障害等緊急時のリスク管理体制（業務継続等）について提

案すること。 

 

７ 業務の完了 

・受注者は、本業務を完了したときは、速やかに発注者に報告するものとし、完了検査を受け

るものとする。 

 

８ 委託料の支払い 

・本業務終了後、発注者の検査を経て、受注者からの正当な請求書を受け取った日から 30日

以内に委託料を支払うものとする。 

 

９ 守秘義務 

・受注者は、本業務の履行に際して知り得た情報について、第三者に漏らしてはならない。こ

のことは、本業務終了後も同様とする。 

 

１０ 再委託の禁止 

・受注者は、業務を他の者に委託又は請け負わせてはならない。ただし、委託者が了承した場

合は、この限りでない。 
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１１ 関係法規の順守 

・関係法規を順守し、その趣旨に沿って業務を実施しなければならない。 

 

１２ 暴力団等不当介入に関する事項 

（１）契約の解除 

酒田市事業者エネルギー価格高騰対策支援業務委託公募型プロポーザル実施要領「４ 参加資

格要件」中第７号に該当することとなったときは、契約を解除する。 

（２）暴力団等による不当介入を受けたときの義務 

①不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察への通報及び発注者へ報告し、警察へ

の捜査協力を行うこと。 

②契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂行に支障が生じるなど、納期等

に遅れが生じる恐れがあるときは、発注者と協議を行うこと。 

 

１３ その他 

（１）本業務の実行にあたっては、本仕様書のほか、関係法令及び規定等に準拠すること。 

（２）本業務の履行に必要となる備品、消耗品、使用料等については受注者が負担すること。 

（３）受注者は、成果物が著作権法に規定する著作物に該当する場合には、当該著作物に係る著作

権を成果物引渡し時に発注者に無償で譲渡するものとする。ただし、受注者が留保すべき著作

権については、発注者及びその指定する者が必要な範囲において無償で使用することを許諾す

るものとする。 

（４）本業務の実施により得られた成果物、情報等は全て発注者の所有とし、発注者の承諾なくし

て貸与、公表及び使用してはならない。 

（５）受注者は、本業務における経緯、資料等は全て明確にしておかなければならない。 

（６）業務完了後、受注者の責めに帰すべき理由による成果物の瑕疵等が発見された場合は、受注

者は速やかに発注者が必要と認める訂正、補正その他必要な措置を行うものとし、これに対す

る経費は受注者が負担するものとする。 

（７）受注者は、委託料の対象となる経費の支出状況等がわかる帳簿等を整備するものとし、本業

務を完了又は中止、若しくは廃止した日の属する年度の終了後５年間これを適切に保存しなけ

ればならない。 

（８）その他本仕様書に定めのない事項及び本仕様書について疑義が生じた場合は、発注者と受注

者は別途協議するものとする。 

 



【参考】事業者エネルギー価格高騰対策支援金の作業工程（案）

申請者 受託者 発注者（市）

10月（周知・事前問合せ）【予定】 制度周知
（市広報、HPなど）

事前相談（TEL） 問合せ対応 問合せ対応
（イレギュラー案件）

11〜12月（申請受付）【予定】

申請
（郵送or電子）

受付

各種準備
・HP、電子申請フォーム作成
・Q&A、受付書類等の事前確認
・交付決定通知書発送の消耗品
準備

など

書類確認
①申請書
②税申告書
③エネルギー経費の証
明書
④口座情報

不備補填・修正

確認済をリスト化

リスト等提出
（２週間ごとにリスト
と申請書類を提出）

最終審査

交付決定通知作成

交付決定通知提供
(PDFデータ）

交付決定通知発送通知受領

取下げ不服・取下げ

入金 支給処理

1月中旬まで【予定】

受領日から10日以内

問合せ対応
（イレギュラー案件）

業務委託契約締結


